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欧
州
連
合
（
Ｅ
Ｕ
）
は
持
続
可
能

な
経
済
に
向
け
、
グ
リ
ー
ン
ジ
ョ

ブ
、
グ
リ
ー
ン
成
長
、
グ
リ
ー
ン
投

資
を
支
援
す
る
。
民
間
セ
ク
タ
ー
へ

の
十
分
な
資
金
供
給
を
促
す
た
め
、

投
資
家
が
気
候
変
動
に
プ
ラ
ス
と
な

る
投
資
を
見
極
め
る
た
め
の
情
報
提

供
は
不
可
欠
で
あ
り
、
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
の

提
言
は
非
常
に
重
要
だ
。
Ｅ
Ｕ
は
独

自
に
開
示
に
関
す
る
規
則
な
ど
、
気

候
変
動
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を

企
業
に
提
供
。
そ
の
中
に
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ

提
言
も
盛
り
込
ん
で
い
る
。
Ｅ
Ｕ
は

今
年
４
月
に
「
企
業
持
続
可
能
性
報

告
指
令
（
Ｃ
Ｓ
Ｒ
Ｄ
）
」
案
を
公
表

し
た
。
企
業
に
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

ー
報
告
を
包
括
的
に
求
め
、
透
明
性

を
高
め
る
狙
い
を
持
つ
。
人
権
尊

重
、
機
会
均
等
、
労
働
条
件
等
、
幅

広
く
網
羅
し
て
い
る
。
引
き
続
き
、

開
示
報
告
に
つ
い
て
国
際
的
な
整
合

性
の
確
立
を
目
指
し
て
い
く
。

　
日
本
は
昨
年
「
2
0
5
0
年
ま
で

に
温
暖
化
ガ
ス
の
実
質
排
出
ゼ
ロ
を

目
指
す
」
と
画
期
的
な
目
標
を
明
ら

か
に
し
た
。
日
本
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ

プ
へ
の
期
待
は
一
段
と
高
ま
っ
て
い

る
。
気
候
変
動
に
関
す
る
財
務
報
告

は
グ
リ
ー
ン
成
長
戦
略
の
推
進
に
お

い
て
、
企
業
の
取
り
組
み
を
評
価
す

る
上
で
基
礎
と
な
る
も
の
。
そ
こ
で

第
26
回
国
連
気
候
変
動
枠
組
み
条
約

締
約
国
会
議
（
Ｃ
Ｏ
Ｐ
26
）
に
向

け
、
主
要
な
国
や
地
域
に
対
し
て
Ｔ

Ｃ
Ｆ
Ｄ
開
示
を
義
務
化
す
る
た
め
の

道
筋
を
明
確
化
す
る
よ
う
呼
び
か
け

て
い
る
。
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
を
起
点
に
、
一

貫
性
の
あ
る
強
固
な
指
標
づ
く
り
を

推
進
し
、
活
用
を
促
し
て
い
く
考
え

だ
。
こ
う
し
た
活
動
が
、
金
融
機
関

の
リ
ス
ク
管
理
支
援
だ
け
で
な
く
、

ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
へ
の
移
行
に
関
連
し
た

事
業
支
援
と
な
り
、
持
続
可
能
な
世

界
の
構
築
に
つ
な
が
る
。

　
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
提
言
は
い
ま
88
カ
国

2
5
0
0
以
上
の
企
業
・
機
関
が
賛

同
し
、
世
界
中
の
国
と
地
域
で
気
候

リ
ス
ク
開
示
は
義
務
と
い
う
レ
ベ
ル

に
近
づ
い
て
い
る
。
６
月
の
主
要
７

カ
国
（
Ｇ
７
）
財
務
大
臣
・
中
央
銀

行
総
裁
会
議
で
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
提
言
に
基

づ
い
た
気
候
関
連
財
務
情
報
開
示
の

義
務
化
を
支
持
す
る
共
同
声
明
が
出

さ
れ
、
主
要
20
カ
国
・
地
域
（
Ｇ
20
）

財
務
大
臣
・
中
央
銀
行
総
裁
会
議
で

も
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
に
基

づ
い
た
気
候
関
連
財
務
情
報
開
示
の

促
進
が
示
さ
れ
た
。
ま
た
情
報
開
示

標
準
化
の
策
定
に
つ
い
て
国
際
会
計

基
準
（
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
）
財
団
と
い
っ
た

基
準
設
定
機
関
や
欧
州
委
員
会
が
Ｔ

Ｃ
Ｆ
Ｄ
を
基
準
に
進
め
て
い
る
。
ト

ラ
ン
ジ
シ
ョ
ン
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
へ
の

注
目
が
高
ま
る
中
、Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
が
効

果
的
な
開
示
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
で
あ

る
こ
と
が
証
明
さ
れ
た
状
況
だ
。

　
物
価
の
安
定
と
金
融
シ
ス
テ
ム
の

安
定
と
い
う
日
本
銀
行
の
使
命
に
沿

っ
て
、
気
候
変
動
問
題
に
対
し
、
今

年
７
月
に
包
括
的
な
取
り
組
み
方
針

を
決
定
し
た
。
１
つ
目
は
金
融
政
策

面
で
の
対
応
。
中
央
銀
行
と
し
て
民

間
の
気
候
変
動
対
応
の
支
援
は
マ
ク

ロ
経
済
の
安
定
に
つ
な
が
る
。
そ
こ

で
一
定
の
開
示
を
行
う
金
融
機
関
を

対
象
に
、
気
候
変
動
対
応
投
融
資
を

バ
ッ
ク
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
す
る
資
金
供

給
制
度
を
導
入
す
る
。
２
つ
目
は
金

融
シ
ス
テ
ム
面
で
の
対
応
。
気
候
関

連
金
融
リ
ス
ク
の
把
握
や
管
理
に
関

す
る
金
融
機
関
の
取
り
組
み
の
後
押

し
な
ど
に
よ
り
、
金
融
シ
ス
テ
ム
の

安
定
確
保
と
金
融
仲
介
機
能
の
円
滑

な
発
揮
を
目
指
す
。
３
つ
目
が
日
本

銀
行
自
身
の
対
応
。
１
事
業
体
と
し

て
、
温
暖
化
ガ
ス
の
排
出
削
減
や
省

エ
ネ
へ
の
配
慮
、
気
候
変
動
へ
の
対

応
を
意
識
し
た
取
り
組
み
を
行
う
。

　
Ｗ
Ｂ
Ｃ
Ｓ
Ｄ
は
、
2
0
5
0
年
ま

で
に
世
界
90
億
人
以
上
が
地
球
の
限

界
（
プ
ラ
ネ
タ
リ
ー
・
バ
ウ
ン
ダ
リ

ー
）
を
超
え
ず
、
豊
か
に
生
き
る
こ

と
が
で
き
る
よ
う
、
企
業
行
動
の
指

針
と
な
る
「
Ｖ
ｉ
ｓ
ｉ
ｏ
ｎ  

2
0
5
0
:

Tim
e to Transform

」
を
公
表
し

て
い
る
。
ビ
ジ
ョ
ン
の
達
成
に
は
、

長
期
的
な
強
靭
性
の
構
築
、
ビ
ジ
ネ

ス
の
再
生
力
向
上
、
そ
し
て
資
本
主

義
再
構
築
に
向
け
た
変
革
が
必
要

だ
。
今
後
資
本
市
場
で
の
評
価
は
財

務
情
報
だ
け
で
な
く
、
気
候
変
動
へ

の
考
慮
が
欠
か
せ
ず
、
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
提

言
は
そ
の
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
。
つ
ま

り
、
企
業
や
投
資
家
が
気
候
関
連
の

リ
ス
ク
と
機
会
を
伝
え
、
管
理
す
る

た
め
の
共
通
言
語
と
な
る
。
今
後
Ｔ

Ｃ
Ｆ
Ｄ
に
基
づ
く
開
示
の
質
と
量
の

向
上
が
必
要
で
あ
り
、
そ
う
し
た
取

り
組
み
が
持
続
可
能
な
世
界
実
現
に

向
け
た
変
革
を
も
た
ら
す
は
ず
だ
。

 

Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
開
示
は
年
々
増
加
し
て

い
る
。
日
本
は
賛
同
企
業
・
機
関
数

世
界
一
で
あ
る
こ
と
に
加
え
、
開
示

の
質
が
着
実
に
向
上
し
て
い
る
。
カ

ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
達
成
に

は
、
低
炭
素
化
に
よ
る
ト
ラ
ン
ジ
シ

ョ
ン
、
技
術
進
歩
に
よ
る
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
が
不
可
欠
で
あ
り
、
こ
れ
ら

の
適
切
な
評
価
が
欠
か
せ
な
い
。
そ

こ
で
今
回
「
グ
リ
ー
ン
投
資
ガ
イ
ダ

ン
ス
」
を
改
訂
し
た
。
気
候
変
動
に

積
極
的
な
企
業
が
評
価
さ
れ
、
資
金

供
給
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
、
産
業

界
、
金
融
界
、
政
府
が
対
話
す
る
場

の
充
実
を
図
る
な
ど
、
コ
ン
ソ
ー
シ

ア
ム
と
し
て
引
き
続
き
支
援
し
て
い

く
。
プ
ラ
イ
ム
市
場
で
の
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ

開
示
の
実
質
義
務
化
で
、
い
ま
国
内

の
賛
同
者
は
加
速
度
的
に
増
え
て
い

る
。
我
々
の
活
動
は
国
際
的
に
も
注

目
さ
れ
て
お
り
、
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
の
進
展

に
今
後
も
貢
献
し
て
い
き
た
い
。

ヴァルディス・ドンブロフスキス
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　「気候関連財務情報開示タスクフォ
ース（ＴＣＦＤ）」は、20カ国・地域（G20）
の要請を受けて、金融安定理事会（ＦＳＢ）
が気候関連の情報開示および金融機関
の対応を検討するため、2015 年 12 月に
設立された。従来の財務情報に加え、
環境、社会、ガバナンスなどの要素を
考慮して投資先を判断するＥＳＧ投資へ
の注目が高まる中、投資家が適切な投
資判断をする上で必要となる気候関連
財務情報の開示を企業に促し、金融を
通じて企業の環境問題への取り組みを
促進させるのが、ＴＣＦＤの目的である。
　ＴＣＦＤは17年6月に最終報告書を公
表し、企業等に対して気候変動リスク
や事業機会について、他の財務情報と
同様、投資家などに開示するよう提言
した。ＴＣＦＤ提言では①ガバナンス：
どのような体制で検討し、それを企業
経営に反映しているか②戦略：短期・
中期・長期にわたり、企業経営にどの
ように影響を与えるか、またそれにつ

いてどう考えるか③リスク管理：気候
変動リスクについて、どのように特定、
評価し、またそれを低減しようとしてい
るか④指標と目標：リスクと機会の評
価について、どのような指標を用いて
判断し、目標への進捗度を評価してい
るか――の開示を推奨している。
　21年9月27日現在、世界で2511の企
業・機関がＴＣＦＤに賛同を表明。その
中で日本は最も多い504の企業・機関が
賛同を表明している。次いで英国の
384、米国の338、オーストラリアの
122、フランスの114となっている。
　日本では19年5月に「ＴＣＦＤコンソ
ーシアム（会長：伊藤邦雄一橋大学ＣＦ
Ｏ教育研究センター長）」が設立され
た。同コンソーシアムでは、企業の効
果的な情報開示の在り方などについて
議論を重ねると同時に、ＴＣＦＤの認知
度を広めるために「ＴＣＦＤサミット」
を開催するなど、国内外に積極的な発
信を行っている。今回、19年10月に作成
した「グリーン投資の促進に向けた気
候関連情報活用ガイダンス（グリーン
投資ガイダンス）」を改訂し、グリー
ン投資ガイダンス2.0を公表した。

　気候変動問題は世界共通の喫緊の課題。実効的な排出削減を進めるには、一律のアプ
ローチではなく、各国の実態に応じたグリーン成長への道筋が重要だ。わが国では世界
全体のカーボンニュートラルとストックベースでの二酸化炭素（ＣＯ２）削減「ビヨン
ド・ゼロ」に向け、トランジション（移行）の加速化、革新的技術の確立と社会実装を
推し進めている。経済産業省は10月4日から8日に「東京ビヨンド・ゼロウィーク2021」
を開催。その一環として、第３回の「ＴＣＦD（気候関連財務情報開示タスクフォー
ス）サミット2021」を5日に実施した。産業界、金融界のリーダーが適切な投資判断の
基盤となる開示の拡充を促すため、ＴＣＦD提言の活用について幅広く意見を交換した。

　
日
本
政
府
は
昨
年
10
月
に
2
0
5
0
年

の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
宣
言
。
今

年
４
月
に
は
30
年
度
の
新
た
な
温
暖
化
ガ

ス
排
出
削
減
目
標
と
し
て
、
13
年
度
か
ら

46
％
の
削
減
を
目
指
す
方
針
を
示
し
た
。

第
３
回
を
迎
え
た
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
サ
ミ
ッ
ト
で

は
、
気
候
変
動
に
関
す
る
開
示
に
よ
り
、

投
資
家
と
企
業
の
建
設
的
な
対
話
を
促

し
、
気
候
変
動
問
題
の
解
決
に
取
り
組
む

企
業
を
、
金
融
の
力
で
支
え
る
取
り
組
み

に
つ
い
て
、
そ
の
進
捗
状
況
を
確
認
し
、

議
論
を
深
化
さ
せ
て
い
く
場
を
目
指
し
て

い
る
。
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現

に
は
、
企
業
の
取
り
組
み
と
開
示
、
投
資

家
の
評
価
、
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
を
通
じ

た
経
済
と
環
境
の
好
循
環
を
つ
く
り
出
す

こ
と
が
重
要
だ
。
ト
ラ
ン
ジ
シ
ョ
ン
フ
ァ

イ
ナ
ン
ス
の
推
進
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に

対
す
る
企
業
努
力
の
広
が
り
な
ど
、
成
果

は
着
実
に
上
が
り
つ
つ
あ
る
。
日
本
政
府

と
し
て
「
ビ
ヨ
ン
ド
・
ゼ
ロ
」
に
向
け
た

革
新
的
技
術
の
確
立
と
社
会
実
装
を
図
る

こ
と
で
世
界
の
脱
炭
素
化
を
リ
ー
ド
す
る

と
同
時
に
、
資
金
供
給
に
よ
る
フ
ァ
イ
ナ

ン
ス
が
そ
う
し
た
取
り
組
み
を
加
速
す
る

流
れ
を
つ
く
り
出
し
て
い
き
た
い
。

経
済
産
業
審
議
官

　
　
　 

広
瀬  

直 

氏

　
「
東
京
ビ
ヨ
ン
ド
・
ゼ
ロ

ウ
ィ
ー
ク
2
0
2
1
」
の
一

環
と
し
て
、
第
３
回
の
「
Ｔ

Ｃ
Ｆ
Ｄ
サ
ミ
ッ
ト
」
を
開
催

す
る
。
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
サ
ミ
ッ
ト

は
世
界
の
経
済
界
、
金
融
界

の
ト
ッ
プ
リ
ー
ダ
ー
か
ら
の

協
力
を
得
て
、
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
提

言
に
お
け
る
情
報
開
示
の
さ

ら
な
る
活
用
に
向
け
た
議
論

を
行
う
場
で
あ
る
。
日
本
は

Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
賛
同
数
で
世
界
一

を
誇
る
が
、
政
府
と
し
て
今

後
も
開
示
を
支
援
し
、
日
本

が
率
先
し
て
気
候
変
動
対
策

へ
の
貢
献
を
行
う
こ
と
で
、

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
と

い
う
目
標
に
向
か
っ
て
チ
ャ

レ
ン
ジ
し
て
い
く
。 経済産業相

萩生田  光一 氏

グリーン成長への道筋示す
オープニングリマークス

気候リスクの開示は義務へ

日本のリーダーシップに期待

EUでもTCFD開示重要

日銀、民間と一体で対策推進

資本主義再構築へ変革必要

グリーン投資ガイダンスを改訂
日本
英国
米国

オーストラリア
フランス
カナダ
韓国
台湾
その他

各国・地域のTCFD賛同企業・機関数（2021年9月27 日時点）

■ その他機関
■ 非金融
■ 金融

504
384

338
122
114
104

72
59

814

ＴＣＦＤとは

ウェルカムメッセージ

出所）TCFDコンソーシアムHPより


